
 

『令和４年度税制改正大綱（13） 固定資産税等の減額措置延長』 
 

 固定資産税、不動産取得税については、下記の特例措置等において、いずれも令和６年３月３１日ま

で２年延長される。 

▼次の住宅に対する固定資産税の税額の減額措置 １）耐震改修を行った住宅 ２）バリアフリー改修を

行った住宅 ３）省エネ改修を行った住宅、ただし次の措置を講じる 〇適用対象となる住宅を、平成２６

年４月１日（現行：平成２０年１月１日）に存していた住宅とする 〇工事費要件を６０万円超（現行：５０万

円超）に引き上げ、これに伴う所要の措置を講ずる ４）新築の認定長期優良住宅。なお、新築住宅に係

る固定資産税の税額の減額措置も延長されるが、土砂災害特別警戒区域等で一定の住宅建設を行う

者に対し、都市再生特別措置法に基づき、適正な立地を促すために市町村

長が行った勧告に従わずに建設された一定の住宅が適用対象から除外さ

れる。 

▼以下の不動産取得税の軽減措置 〇新築住宅を宅地建物取引業者等

が取得したものとみなす日を、住宅新築から１年（本則６ヶ月）を経過した日

とする特例措置 〇新築住宅特例適用住宅用土地に係る減額措置につい

て、土地取得から住宅新築までの経過年数要件を緩和する特例措置 〇新

築の認定長期優良住宅に係る不動産取得税の課税標準の特例措置 

 

『金融機関や各機関に対し要請 年度末に向け金融円滑化促す』 
 

 政府はこのほど、官民の金融機関等に対し、新型コロナウイルス 、ウクライナ情勢、原油価格の上昇等

の影響が懸念される中、中小企業等の年度末における資金繰り支援について「事業者等に対する金融

の円滑化について」を公表し、配慮を要請した。概要は以下の通り。 ○事業者の現下の決算状況・借入

状況や条件変更の有無等の事象のみで機械的・硬直的に判断せず、事業の特性、需要の回復や各種

支援施策の実施見込み等も踏まえ、丁寧かつ親身に対応すること ○返済期間・据置期間の長期の延

長等を積極的に提案するなど、既往債務の条件変更や借り換え等につい

て、事業者の実情に応じた迅速かつ柔軟な対応を継続すること ○「中小

企業の事業再生等に関するガイドライン」の趣旨・内容を確実に浸透させ

るとともに、「中小企業活性化パッケージ」に掲げられた施策も利用した、事

業者の収益力改善・事業再生・再チャレンジの総合的支援に努めること、

等。 

 また、関係省庁局長等より、政府系各機関に向けて、同ガイドラインの周

知、浸透を図るとともに、再生型私的整理手続の円滑な進行を支援するな

ど、金融機関等と連携しながら、コロナ禍の影響が大きい業種（ 宿泊、飲食

等） を重点支援するよう促している。 
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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